
定期監査結果に基づく措置の公表 

令和２年９月１８日付２有航監第１１号の監査結果の報告に基づき、措置を講じた旨の通知があったので、地

方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２９２条の規定により準用する同法第１９９条第１２項の規定により、

次のとおり公表する。 

令和３年３月１９日 

 

有明海自動車航送船組合 

監査委員  濵本 磨毅穂 
同      福島 誠治  

 



３有航第３９号 

令和３年３月３日 

 

 

有明海自動車航送船組合 

監査委員 濵本磨毅穂 様 

監査委員 福島 誠治 様 

 

 

有明海自動車航送船組合 

管 理 者 栗林 堅一郎  印 

 

 

 

監査の結果に係る措置について（通知） 

 

令和２年９月１８日付２有航監第１１号の監査結果の報告に基づき、下記のとおり措置を講じたので通知しま

す。 

 

記 

 

１ 監査意見について 

ア 誘客の促進について 

新型コロナウイルス感染症については、未だ不透明な状況にあるが、 そうした中で社会経済活動の回復

に応じ、素早い対応ができるよう関係団体や旅行業者等と連携し、新しい生活様式に沿った利用者のニーズ

を適確に捉えたサービスの提供を図るなど、さらなる誘客促進に努められたい。 

なお、外国人客の誘致については、韓国からの利用客が大幅に落込む中、これまでとは視点を変え、ター

ゲットとなるエリアを見極めたうえで実施されたい。 

 

イ 管理部門の人員体制について 

   当組合においては、中堅層の職員が少なく、若手職員が多いことから、若手職員を中心に外部研修受講の

機会を増やすなど人材育成を図っているが、体系的な研修計画の策定がなされていない。 

将来の組織運営の体制強化を図るため、職員の経験年数や職責等に応じた人材育成のための研修計画を策

定し、職員の成長過程に即した体系的な研修を実施されたい。 

 

２ 講じた措置 

 ア 令和元年度においては、天皇即位に伴うゴールデンウィークの大型連休の誘客効果や消費税増税による運

賃値上げの影響が僅かであったことなどから、昨年と同程度の輸送台数を確保できる見込みであったが、新

型コロナウイルス感染症を要因とする社会経済活動の抑制により昨年を下回る結果となり、また、令和２年

度においても感染拡大の影響を受け、引き続き不透明な状況が続いている。 

このような状況下であるが、新型コロナウイルス感染症予防の観点から近距離での修学旅行ニーズが高ま

っていることを踏まえ、感染防止対策を講じ、今後も地元観光協会と連携を図りながら、九州地域の学校・

旅行会社への誘致活動に努めてまいります。 

また、外国人客の誘致については、新型コロナウイルス感染症の終息後の状況を見据え、検討してまいり

ます。 

 

 イ 管理部門の人員体制については、長崎県市町職員研修センターの階層別研修等を参考に、職員の経験年数



や成長過程に即した研修計画を策定し、組合の長期的な組織運営を視野に入れた人材育成に努めてまいりま

す。 

 

３ 是正・改善を検討すべき事項 

 ア 契約事務について 

   契約事務について、下記のとおり是正すべき点があるので、適正な事務処理を行うこと。 

  (ｱ) 入札保証金及び契約保証金の免除について 

    「入札保証金及び契約保証金に係る事務取扱要領」に、契約金額に関係なく特定の業種の事業者の入札

保証金及び契約保証金を免除する規定が設けられている。 

当該規定は、入札保証金及び契約保証金を免除できる要件を定めた地方自治法施行令の趣旨に照らし適

切でないことから、同要領の内容を見直すこと。 

  (ｲ) 業務システム用コンピューターのリース契約に係る予定価格調書の作成について 

    組合の業務のために必要なサーバー、PC等の機器について、リース料総額14,050,500円（税抜）（月額

246,500円（同)）でリースにより調達しているが、リース料の見積りに際し、組合会計規程に規定する予

定価格調書を作成していない。 

 

 イ 議員視察の際の食事代の支出について 

   議員視察の際の夕食代等について、経費の全額を当組合が支出している。 

旅費として支給される宿泊料には夕食代も含まれていることから、旅費条例の規定どおりの宿泊料が支給さ

れている場合には、参加者から応分の負担を求めること。 

 

４ 講じた措置 

 ア 契約事務について 

  (ｱ) 現在、入札及び契約に関しては、組合会計規程に則り適正な事務処理に努めているところであるが、「入

札保証金及び契約保証金に係る事務取扱要領」の見直しについては、県を含め他の自治体等の取扱を参考

に、組合の実状に応じた事務取扱要領を定め、法令を遵守した事務処理に努めてまいります。 

  (ｲ) 業務システム用コンピューターのリース契約については、当該契約の性質上、一者による随意契約を行

ったものであるが、随意契約における予定価格調書の省略について認識の誤りがあったため、予定価格調

書の作成を行っていなかったものです。 

今後は、組合会計規程に則り、適正な事務処理に努めてまいります。 

 

 イ 議員視察の際の食事代の支出について 

食事代の支出については、宿泊料の中に食事代が含まれていることを認識しておらず、組合が全額支出し

ていたものです。 

   今後は、食事代負担金として参加者から応分の負担を求めるよう対応を図ってまいります。 

 

 


